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――費用分担をめぐる混迷――
₁ ．₂₀₂₀年東京五輪をめぐるネットワークガバナンスの視点
　₂₀₂₀年東京オリンピック・パラリンピック大会（以下，東京五輪）の開催まであと ₃ 年足らずと
なった現在（原稿執筆時の₂₀₁₇年 ₈ 月），多方面でのスケジュールの遅れが懸念されている．振り返
れば，₂₀₁₃年 ₉ 月の東京五輪開催決定以降の ₄ 年間は，新国立競技場の建設をめぐる白紙撤回，エ
ンブレムの盗用疑惑，開催決定後の東京都知事 ₂ 名の辞職，大会組織委員会（組織委）・東京都
（都）・国（政府，政権，五輪担当大臣など）の間での会場地や費用分担をめぐる国際オリンピック
委員会（IOC）や都外会場地の ₇ 道県 ₄ 政令市（北海道，宮城・福島・埼玉・神奈川・千葉・静岡の
各県，札幌・さいたま・横浜・千葉の各政令市）を巻き込んだ形での対立と摩擦など，トラブル続き
の期間であった．そのことは，多くの人々に東京五輪の開催そのものへの疑念や嫌悪を生じさせ
るほどであった．
　五輪という世界的なメガ・スポーツイベントの遂行は，政治，経済，社会，文化などの諸領域
において国家の威信を内外に示し，国家の浮揚を図る絶好の機会となる．インフラ面において，
₁₉₆₄年東京大会がもたらした大規模な高速道路や高速鉄道（新幹線）の整備とは異なるとしても，
たとえば選手・役員のみならず，観戦客のスムーズな移動には競技施設へのアクセス性を高める
インフラ整備が不可欠となる．加えて₁₉₆₄年当時には考えられなかった電子媒体技術の発達があ
り，これがフルに活用されるような市場（テロ対策，暑さ対策，観戦効果の向上など）は既に形成さ
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れつつある．
　 ₁ 兆数千億円の開催経費の支出は，五輪が競技施設の建設など業界への直接的恩恵のみならず，
宿泊施設の建設など開催絡みの関連市場へ間接的恩恵をもたらし，五輪特需という恩恵に関連企
業が群がる構図が既に形成されつつある．
　₂₀₂₀年に向けたこうした状況変容の一端を垣間見るだけでも，東京五輪をめぐるネットワーク
ガバナンスによる制御の重要性を指摘できる．以下，本稿でいうところのネットワークとは，主
に大会経費の費用負担をめぐる意思決定における主要なアクター（決定アクター），すなわち，組
織委，都，国，都外会場地自治体の間での意見のぶつけ合いや妥協・調整などによる相互の影響
力行使によって形成される諸アクター間の配列を言い，ガバナンス（統治，協治，共治）とは，東
京大会のコストガバナンスやその他の課題解決をめぐる制御のあり方を指す．
　これら主要アクター以外にも，スポンサー企業，代理店企業，スポーツ競技統括組織である日
本オリンピック委員会（JOC）や傘下の競技団体，独立行政法人の日本スポーツ振興センター
（JSC）などが挙げられるものの，本稿では上記 ₄ 者（とりわけ組織委，国，都の ₃ 者）の行動に焦
点を絞る．また，ホストタウン構想，東京五輪をめぐる児童への教育（オリンピック教育）や選手
発掘といったポジティブな課題ではなく，今後喫緊な対応に迫られる難題（ネガティブ課題）を取
り上げる．また，時系列の展開を追うのではなく，主として₂₀₁₇年 ₅ 月末から ₆ 月初旬までの各
紙新聞報道1），とりわけ同年 ₅ 月₃₁日開催の関係自治体等連絡協議会をめぐる報道を対象とした定
点分析を行う．また，本稿におけるスポーツガバナンスをめぐる分析視点のヒントを得るために，
前半では本テーマに関わる近年における国外（主にイギリス）のスポーツ政治研究の動向をまとめ
た．具体的には，複数の研究者により出版された近年のスポーツ政治・政策研究体系である四巻
シリーズの書籍「スポーツ政治（Sport Politics）」から，本稿の視点と関わると思われる指摘を取
り上げる．そして，東京五輪の費用分担問題に注目し，そこに見出されるコスト（あるいは経費）
ガバナンスの欠陥を浮き彫りにしたい．
₂ ．スポーツ政治研究の射程
（ １）国益追求，グローバリゼーション，SDP領域
　ヒル（Jeffrey Hill）2）によれば，₁₉世紀後半のイギリスにおけるサッカーの出現をめぐる歴史研
究が，新聞報道の影響力も含め，社会における多様な側面――ビジネスの機会，都市の変容，強
₁ ）　主として₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日付の東京五輪大会経費費用分担をめぐる朝日，産経，下野（共同通信），東
京，毎日，読売の各新聞報道（いずれも朝刊）を情報源とした．
₂ ）　Jeffrey Hill, “Introduction: Sport and Politics,” Sport Politics, Volume I, Jonathan Grix ed., （Sage 
Publication Ltd, London, ₂₀₁₆）. p. ₆₈.
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い所属意識，市町村の関わり領域，コミュニケーションシステムの変容――に光を当てた．
　ポレイ（Martin Polley）3）も同様に，スポーツ研究にはその歴史研究が欠かせないとし，社会学
はスポーツ史を補足し得る学問であるが，それ以外にもテレビとスポーツとの関係をたどるス
ポーツメディア研究やスポーツ文化研究の大切さを説いた．
　ディレソン（Mark Dyreson）4）は，現代スポーツは国民文化の構築のためのツールであると位置
づけた．文化形成ツールとしてのスポーツの貢献は，国民のアイデンティティー形成に寄与する
点にあるとした．歴史的にも産業革命の初期以降，多くの学校で生徒はスポーツをチームプレイ，
協力，移民同化や植民地先での同化，犯罪や逸脱行動の防止，フェアプレイの精神伝達，規則に
則った競合，ナショナリズムの喚起，愛国心の鼓舞，人種差別の改善，学校生徒間の緊張緩和，
共通のグローバル文化の創造，世界ユートピアの先導などに貢献すると教えられてきた．その意
味でスポーツは社会技術として認識されていたのであり，そこに社会変化もたらすスポーツの力
をめぐる過大評価があったとしても，スポーツは現代文化を形成する重要な社会技術であると認
識されていたとした．
　しかし，ディレソンによれば，現代世界において，スポーツは国境を越えたグローバル社会の
形成に寄与するという認識よりも，国益追求の代理者として使われるようになってしまった．グ
ローバリゼーションに影響を与えるためのスポーツの現代的社会技術が国家のねらいを覆い隠す
形となってしまった．現代スポーツは，グローバリゼーションの代理者として，特定の国家の文
化を拡散する道具として機能するようになった．しかし一方で，現代スポーツは，特定の国のス
ポーツの他国への押し付けに対する抵抗や，競技を通じた国民のアイデンティティーの表明や国
民の一体感の醸成をももたらしたと述べた．
　ギウリアノッティとアームストロング（Richard Giulianotti and Gay Armstrong）は，「発展と平
和のためのスポーツ」（ʻSport for Development and Peaceʼ=SDP）の領域がさまざまな人的・社会的
発展や地域共同体の発展を促進するものとして登場したと指摘した．そして，SDP では，重要な
役割が政府，政府間組織，非政府組織，スポーツ統轄機関，民間機関，私企業などによって演じ
られ，それらはグローバルに展開するとした．
　SDP は₁₉₉₀年代初期から顕著になった概念であり，二つの理論，すなわち，グローバル市民社
会とグローカリゼーション（glocalization）を柱とする．スポーツ関連諸活動の範囲と多様性が
SDP を構成するが，SDP 機関・組織には，非政府・非営利組織，政府間・政府組織，セクター，
NGO・社会運動といった四つの類型がある．さらに三つの重層的な SDP プロジェクト，すなわち
₃ ）　Martin Polley, “History and Sport,” Sport Politics, Volume I, Jonathan Grix ed., （Sage Publication 
Ltd, London, ₂₀₁₆）. pp. ₁₀₆─₁₀₇.
₄ ）　Mark Dyreson, “Globalizing the Nation─Making Process: Modern Sport in World History,” Sport 
Politics, Volume I, Jonathan Grix ed., （Sage Publication Ltd, London, ₂₀₁₆）. pp. ₁₆₃─₁₆₅.
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技術的（technical），実践的（practical），批判的（critical）なものに分けられると説明した．
　技術的プログラムでは，ヒエラルヒーやトップダウンとなるのに対して，実践的・対話的プロ
ジェクトでは，イニシアチブ実践の文脈において，新たな社会関係の構築を追求する傾向にあり，
批判的プロジェクトでは，実質的な社会変容が追求される．批判的プロジェクトの場合，政府と
民間団体との関係は水平的関係にあり，その分関係団体による影響力行使の余地が広がる．
（ ２）国家スポーツ政策の地域浸透
　チャリップ（Laurence Chalip）5）によれば，政策形成や政策実施の手順は社会構築のプロセスと
して理解されるにもかかわらず，ニュージーランドの場合，スポーツ政策をめぐる批判的検証や
ステークホルダーへの関心が除外されており，スポーツ政策が社会変化をもたらしてはいない．
そのことがこの国のスポーツ行政を非常に保守的なものとし，停滞させているという．こうした
国のスポーツ政策の岩盤は今後再検証されるであろうし，スポーツの政策形成に広範囲に及ぶ一
連のステークホルダーグループの参入が見られるようになると予測した．
　そして，スポーツ政策の形成は社会関係や政治状況のシンボル化の影響を受けるとした．抑圧
的な政治環境において，政策形成者は批判的な政策分析を歓迎しない．しかし，カナダのように
政策形成者が自ら進んでステークホルダーと協働するならば，批判的な政策分析は有用なものと
なる．スポーツ政策の方向性を変え制約するところの正当性や，スポーツ政策による貢献を批判
的に分析する力が増しつつあると強調した．
　フーリアンとグリーン（Barrie Houlihan and Mick Green）6）によれば，₁₉₉₀年代においてイギリ
スでは，スポーツイングランド（Sport England）も UK スポーツ（UK Sport）も明確な組織的正
当性に欠けていて，とくに前者は廃止される危機に何度も直面した．スポーツ政策をめぐる現代
化プロセスにおいて，両組織は一連の組織目的の明確化と，組織の機能不全をもたらす過度な形
式化への堕落という両極の間を揺れ進んでいた．
　生涯スポーツを所管するスポーツイングランドは，あらゆる方策を生み出すものの，何の判断
もできない組織として危機的状況に陥っていた．そして競技スポーツを所管する UK スポーツは
競技スポーツと生涯スポーツは相互に互換性のある政策目的であるという基本的な認識を持たな
いまま，生涯スポーツに入り込むようになった．
₅ ）　Laurence Chalip, “Critical Policy Analysis: The Illustrative Case of New Zealand Sport Policy 
Development,” Sport Politics, Volume III, Jonathan Grix ed., （Sage Publication Ltd, London, ₂₀₁₆）. 
p. ₁₃.
₆ ）　Barrie Houlihan and Mick Green, “Modernization and Sport: The Reform of Sport England and 
UK Sport,” Sport Politics, Volume III, Jonathan Grix ed., （Sage Publication Ltd, London, ₂₀₁₆）. pp. 
₄₀─₄₂.
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　フーリアンらによれば両組織の目的が矮小化され，複雑な政策領域が単純化された．すなわち
メダルの獲得がそれであり，一方で生涯スポーツをめぐる複雑で大きな課題（健康に貢献するス
ポーツ活動，スポーツクラブの発展，社会資本の展開など）は，五輪終了後の ₅ 年間でスポーツ参加
率を ₁ % 上昇させるという矮小化された課題に集約化されてしまった．それはあたかも私企業に
よる売り上げの最低ラインの確保と同様な政策目標設定であった．また現代化プロセスは，公的
セクターの力量や専門能力に対する懐疑主義をもたらした．
　スポーツイングランドの委員会メンバー構成も UK スポーツのカウンシルメンバー構成も，ス
ポーツの専門家が周縁に追いやられ，ビジネスの専門家に取って代わられ，スポーツ利益の追求
が希薄化されてしまった．要するにスポーツイングランドも UK スポーツも民主制の欠損と引き
替えに廃止を免れたことになる．結果として両組織に対する政府のコントロールは強化された．
スポーツ統轄団体（クラブ，クラブ員，ボランティア，行政担当部局，各地域における関係団体など）
よりも，商業スポンサーの担い手機能が重要視された（商業セクターへのアウトソーシング化）．今
日，スポーツイングランドに対しても，政府スポーツ政策によるストリートレベル（street-level）
への指令・コントロール体制（command and control）による管理が浸透し，その経路が形成され
ることで，UK スポーツの権限が強化されつつあると指摘した．
　ピギン，ジャクソン，ルイス（Joe Piggin, Steven J. Jackson and Mrlcolm Lewis）7）は，スポー
ツ・レクリエーション公共政策の形成における実証主義，懐疑主義，直感的知識，コントロール
不能な理解，そして専門知識といった装置の意義を指摘した．そして，仮に政策領域が論証上硬
直しているならば，政策を批判し組織の説明責任を維持させるためのステークホルダー（利害関係
者）の能力が制約されるとした．具体的にはブランド化のロジックを信奉する政府を含むスポーツ
関連組織は，自らのブランドイメージを固めるのに多大な労力を注ぎ，異なる見解を追いやろう
とする．したがってどこにお金が投資されるのか，また，いかにステークホルダーが周縁化され，
従属化されるのかが把握されなければならないとした．こうした政府特性の視点から公共政策を
検証することによって，政府の技巧（art of government）や国民に対する管理に焦点を当てること
ができるし，政策レトリック（policy rhetoric）のさまざまな影響について考察することができる
とした．
（ ３）有用な分析枠組みとしてのACF
　さらに先述のフーリアンはその単著論文8）において，「多面的連結枠組み（Multiple Streams 
7）　Joe Piggin, Steven J. Jackson and Mrlcolm Lewis, “Knowledge, Power and Politics: Contesting 
ʻEvidence-basedʼ National Sport Policy,” Sport Politics, Volume III, Jonathan Grix ed., （Sage 
Publication Ltd, London, ₂₀₁₆）. pp.₁₀₁─₁₀₂.
₈ ）　Barrie Houlihan, “Public Sector Sport Policy: Developing a Framework for Anaysis,” Sport Politics, 
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Framework）」モデルを挙げた．このモデルは順次的な政策形成モデルの考え方とは対極的であ
り，課題設定の過程に主な関心を向ける．行為者の合理性ではなく，政策形成における不明確さ，
複雑性，そして未解決課題をめぐる任意性に焦点が当てられる．
　しかし，それ以上にフーリアンが注目したのが「アドボカシー（主張）連携枠組み
（ACF=Advocacy Coalition Framework）」モデルである．その特徴は，①政策変容を少なくとも₁₀
年のスパンで見て，②政策サブシステム・政策コミュニティに焦点を当て，③サブシステムには
異なる政府レベルのアクターが含まれ，国際組織や他国の組織も包含し，④専門的情報の保有や
利用が重要であり，⑤公共政策が絶対的な一連の価値優先事項の具体化による不確実な責任を負
う，というものである．
　フーリアンによれば，ACF はイギリス国内外で異なる政策分野を対象に広範に適用されている
が，スポーツ政策領域へのこのモデルの適用は少ないという．ACF によって，政策の安定と変容
を把握でき，政策プロセスの全体的分析と政策領域をまたがる分析が可能となる．この政策プロ
セス分析では，政府関係組織と利害関係組織との間の相互作用を対象に利害関係組織のネット
ワークに注目する．なぜならば，このネットワークが政策実施における政府の基盤
（infrastructure）と位置づけられるからである．₂₀₁₂年ロンドン大会の開催準備過程では，この利
害関係組織の再形成に向け，現代化の名のもとに政府介入が多く見られたと指摘した．
　さらにフーリアンは，ACF における政策仲介者の役割に注目し，政策形成に及ぼす影響力行使
の点で，組織や団体の役割が高まり，個々人の役割は軽視されるとした．また，政策システムの
密集状況の中で，個々の政策仕掛け人（policy entrepreneurship）が影響力を及ぼす多大な余地が
存在するとした．とくにスポーツの場合，組織や利益団体は政治・行政基盤内に深く埋め込まれ
るようになる．加えて，イギリスにおける事例研究の知見から，政策仲介者の役割が実行に移さ
れ，そのことが学校スポーツや体育の分野にも及んでいるとした．
　フーリアンによれば，ACF は個々の異なるレベルの分析の統一化，レベル間の影響力行使パター
ンの関連付け，そして各々のレベルが享受する相対的な自律性の把握といった点で課題を抱えて
いるものの，この分析枠組みを通じて政策決定の社会的かつ時系列的なコンテクストを認識でき
るし，私たちが日々の政治の表層を超えた領域を見据えることを可能とする．研究者は現代のス
ポーツ政策の複雑性と乱雑性を認識でき，体系的に研究できると結論する．その強みは，①政策
変容をめぐる単一な因果関係説明の回避，②行政的整備や埋め込まれた実践・価値構造と代理機
関（agency）の重要性の認識，③ ACF 修正版により他の政策や諸外国を対象とする分析，の三点
にあるとした．
Volume III, Jonathan Grix ed., （Sage Publication Ltd, London, ₂₀₁₆）. pp. ₁₃₄─₁₄₆.
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（ ４）東京五輪政策をめぐる批判的検証の重要性
　以上のように，東京五輪をめぐる多方面への波及力などは，ヒルやポレイの指摘と軌を一にし
ているように思われる．またディレソンによる指摘は，まさに東京五輪が開催を通じた国益追求
や，五輪そのものがグローバリゼーションの代理者となっている点を突いており，有益な東京五
輪分析の視点を提供している．また，スポーツに関わる多元的な諸アクターの相互作用を重視し
たギウリアノッティらによる SDP の概念は，その実際の作動の局面である技術的プロジェクトに
おいて，ヒエラルヒーやトップダウンが顕在化することを喝破した．
　そしてチャリップが指摘したスポーツ政策をめぐる批判的検証の重要性は，東京五輪に関わる
諸政策に研究者が向き合うスタンスを考える上で貴重な示唆を与えてくれる．フーリアンらによ
る指摘はそれよりもさらに踏み込んでいて，イギリス政府と国家的スポーツ組織（UK スポーツ）
による草の根レベルへの国民スポーツ活動の管理が，₂₀₁₂年ロンドン大会を契機に強化・浸透し
た現実を私たちに突きつける．
　ビギンらは，政府を含むスポーツ関連組織による「ブランド化のロジック」に注目している．
ステークホルダー間の綱引きにおいて，財源や権限，法的正当性，専門知識などの政策資源を有
する政府が，ネットワークガバナンスにおいて圧倒的に優位な配列に位置することは自明であろ
う．政府は最強のステークホルダーなのであり，東京五輪をめぐる政策研究においてその点の問
題意識は欠かせない．
　そして，とくに今後のスポーツ政策形成研究の分析枠組みとして，ACF の有用性を主張したフー
リアンの指摘は，₂₀₁₂年ロンドン五輪政策を対象とした徹底した実証研究の経験から生まれただ
けに説得力がある．₂₀₂₀年東京五輪の大会経費分担問題において，組織委，国，都はあたかも昨
日の敵は今日の友のごとく，アドボカシ （ー主張）連携が形成された（₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日現在）．今後，
₃ 者が意図する影響力行使をめぐり連携の軋みと凝集（いずれにおいてもネットワークガバナンスの
欠陥）が周期的に繰り返されるのであろうか，あるいはメディアも巻き込み一定方向の政策共同体
が大きな塊として形成されるのであろうか．以下，₂₀₁₇年 ₅ 月末から ₆ 月上旬までの新聞報道を
情報源に東京五輪大会経費の費用問題を取り上げ，そこに見られるネットワークガバナンスの欠
陥を浮き彫りにしていきたい．
₃ ．費用分担の大筋合意と問題点――₂₀₁₇年 ₅ 月₃₁日関係等自治体連絡協議会
　政府と都，組織委，都外会場を抱える地方自治体による大筋合意が₂₀₁₇年 ₅ 月₂₉日に判明した．
その内容は，当初₄₀₀億円としていた都外の自治体の負担を，₃₅₀億円に圧縮することが柱で，大
会経費支出の透明化を図るため，経費の管理などを監視する共同管理委員会を新設するというも
のであった．
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　合意案では，都は都内外の施設の賃借料，仮設施設の整備費，エネルギーなどの経費を負担し，
組織委は現在₅₀₀₀億円の収入見通しを₆₀₀₀億円まで引き上げ，国は大会経費外で警備やドーピン
グ対策費を請け負うことなどが盛り込まれている．この時点までで都と組織委が各々₆₀₀₀億円，
国が₁₅₀₀億円を負担することが決まっていた9）．また，都の試算では都内外の仮設整備費は計₂₇₅₀
億円で，都が都外分も含め₁₇₀₀億円，組織委が₉₅₀億円を負担することなどで大筋合意していた10）．
　ところが，会場を持つ埼玉県の上田清司知事は同年 ₅ 月₃₀日の記者会見で，都外自治体が₃₅₀億
円を負担する案について，積算根拠が不明などとして「到底受け入れることはできない」と反発
した．翌日開催の関係自治体等連絡協議会において同様の案が示された場合も「認められない」
とした11）．
　₂₀₁₇年 ₅ 月₃₁日，大会経費の費用分担の大枠が都，国，組織委， ₇ 道県 ₄ 政令市（北海道，宮城
県，福島県，埼玉県，神奈川県，千葉県，静岡県，札幌市，さいたま市，横浜市，千葉市）の関係自治
体等連絡協議会で合意した．最大の障壁は，自治体の負担額を試算表に載せるかどうかであった．
都は地方も負担することを都民や都議会に示すため「予算の規模感を出したい」と載せることを
主張したが，自治体は「議会に説明できず，数字はのめない」と突っぱねた12）．また，今回の合意
は昨年 ₆ 月に一致していた方向性に約 ₁ 年がかりで戻ったに過ぎないという指摘もあった．
　同日の協議会において大筋合意に至った，組織委と都から示された費用分担の試算は以下の表
₁ のようになる．配布された費用分担試算の表では費用の負担者として組織委，都，国のみが明
記された．地方の会場周辺の輸送，警備などの₃₅₀億円は欄外に書かれ，「今後，整理・精査」と
注釈が付けられた13）．
　都外の会場使用に伴う営業補償や移転補償については，都が負担し，国も補助金などの措置で
開催自治体の負担分の軽減を検討することとなった14）．
　焦点だった都外自治体の負担額は明示されず，先送りとなった．自治体側の反発の背景には，
小池氏が設けた有識者らによる「都政改革本部」が₂₀₁₆年 ₉ 月末に，大会招致時に作成した立候
₉ ）　₂₀₁₇年 ₅ 月₃₀日付読売新聞「五輪　地方負担₃₅₀億円に」．
10）　₂₀₁₇年 ₅ 月₃₀日付朝日新聞「五輪仮設整備費　共同管理へ」．
11）　₂₀₁₇年 ₅ 月₃₁日付朝日新聞「都外の負担₃₅₀億円」．
12）　都知事は当初，組織委と国との ₃ 者協議で₂₀₁₇年 ₃ 月末までに示す意向を表明した．その後，作業
チームの協議が難航し，改めて同年 ₅ 月末までの決着を目指し，詰めの作業を急いでいたという背景
がある．同 ₅ 月₃₁日の協議後，神奈川県知事は，「都知事が次々と代わったということも（今回の混乱
の）一因と思う．それとともに都政改革本部の中で，外部から入ってきた人が，都政以外，五輪のこ
とについても言い始めた． ₃ つの競技を都外でやると突然言い，結果的に全て潰れた．そのときに，
開催自治体にも負担させようということをおっしゃった」と非難した（₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日付産経新聞
「大筋合意　ひとまず安堵」）．
13）　₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日付産経新聞「東京五輪　調整時間不足　残る火種」．
14）　₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日付日本経済新聞「五輪経費　大枠で合意」．
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補ファイルの方針を変え，自治体側の負担を増やす案を提言した経緯があった．ファイルの方針
は「警備，医療，輸送など開催に必要な事項」に限って都外の自治体に負担を求めるものだった
が，提言されたのはプレハブなど仮設施設の整備費も乗せる案であった．これに自治体側は強く
反発し，経費負担の協議は迷走を始めたと指摘された．
　組織委は₂₀₁₇年 ₅ 月，₁₀₀₀億円の増収見込みを発表したが，確実なのは₇₀₀億円で，₃₀₀億円は
「どう集めるか未定」（幹部）であり，見込み通りの増収がなかった場合，都の負担増になる可能性
があること，また，国は大会の警備で中心的な役割を担うが，都はこの費用を総経費から外した
ため，これに対し「国の予算に付け替えて経費を減らしただけ」といわれた15）．
　都知事は予備費を除く開催費総額を ₁ 兆₃₈₅₀億円16）とした試算について「₁₀₀₀億円縮減できた」
とする都知事の発言に対する懸念も示された．それは増大要因への懸念でもあった．すなわち，
①五輪会場として使われる間，通常営業ができなくなることへの補償は都や組織委が負担するが，
15）　₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日付朝日新聞「五輪経費　小池流に限界」．
16）　招致段階で約₇₃₀₀億円だった大会経費が約 ₂ 倍の ₁ 兆₃₈₅₀億円にまで膨らんだ経緯について，招致
段階の試算にはすべての経費が含まれていなかったことが理由として挙げられる．たとえば競技会場
の整備費は建物の本体工事のみであった．東日本大震災の復興需要による人件費や資材費などの高騰
もほとんど考慮されていなかった．都は会場の大半を選手村から半径 ₈ km 以内に収める「コンパク
ト五輪」を強調し，₂₀₁₃年 ₉ 月に招致に成功した．しかし，試算の甘さに資材費などの高騰も加わり，
会場整備費は当初の ₃ 倍の約₄₅₀₀億円になった．当時の都知事は₂₀₁₄年に会場計画を見直し「広域五
輪」に転換した．会場新設をやめたり都外の既存施設を使ったりして₂₀₀₀億円以上を削減した．また，
都内外の既存施設を活用することにしたが，既存施設を五輪仕様にするための仮設整備費が，当初の
約₇₂₀億円から約₂₈₀₀億円に膨らんだ．都側が IOC に提出した立候補ファイルは「仮設整備費は組織
委が負担する．組織委が払えなければ都が補塡する」としていることから，組織委の予算では仮設整
備費まで賄えず，同ファイルに基づいて都が負担することになったという経緯がある（₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁
日付日本経済新聞「五輪準備へ　安堵と焦り」）．
表 １ 　東京五輪大会経費をめぐる費用負担の試算
（単位：億円）
組織委 国 東京都 計
○会場関係 　₂₀₀₀  ₁₄₀₀  ₄₉₅₀ ₈₃₅₀
　（うち恒久施設）    （―）  （₁₂₀₀）  （₂₂₅₀） （₃₄₅₀）
　（うち仮設，エネルギー，賃借料など）   （₂₀₀₀）  （ ₂₀₀）  （₂₇₀₀） （₄₉₀₀）
○大会関係（輸送，警備など）   ₄₀₀₀   ₁₀₀   ₁₀₅₀ *₅₅₀₀
計   ₆₀₀₀  ₁₅₀₀   ₆₀₀₀ ₁₃₈₅₀
　注 ）表中 * の₅₅₀₀億円のうち国，都に割り振られていない₃₅₀億円の負担先については未決．また，
カッコ内の金額は内訳のため組織，国，都の負担合計額には算入されていない．
出所）₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日付日本経済新聞「五輪経費　大枠で合意」より．
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十分な積算はできていない点17），②補償の範囲，補償額をどのように算定するかなどは今後検討す
る予定である点，③予備費で対応する暑さや集中豪雨，台風などの対策に必要な予算の本格検討
もこれからである点，の三点であった18）．
　都の負担₆₀₀₀億円について，都は東京大会の恒久施設の整備費に充てるための基金として約
₃₈₀₀億円（残高）を用意し，一般会計からの支出も予想されるものの，仮設施設は大会後に撤去す
るため，社会資本の整備費に充てることを想定している都の基金（貯金）は条例上，活用できない
点も指摘された．また，都債（借金）は地方財政法に基づき，学校や病院などの公共施設の建設に
限られるため，仮設施設など約₂₇₀₀億円をどう賄うかも課題だとされた19）．
　 ₁ 兆₃₈₅₀億円と示された大会経費は試算から外した予備費₁₀₀₀～₃₀₀₀億円を含めると，最大 ₁
兆₆₈₅₀億円となった．組織委が₂₀₁₆年末に示した第 ₁ 弾予算（V ₁ ）は ₁ 兆₆₀₀₀億～ ₁ 兆₈₀₀₀億円
であった．都知事は「₁₀₀₀億円を超える額の圧縮」と強調したが，実態は異なるとされた．V ₁ に
含まれたセキュリティーやドーピング対策費は「国として担うべきだ」との理由で試算から外し
たからである．
　関係者によると，これらの費用に大きな見直しはなく，現状の総額は V ₁ とさほど変わりない
とされた．大会経費の高騰で五輪招致の撤退が相次いだため，IOC が大会運営に直接関わらない
費用を外すことを強く要請したことも背景にあった．今後，国の負担は政府予算，今後調整が進
められる自治体負担も各道県予算に振り分けられていくため，大会経費の真の総額は国民の目か
ら見えにくくなり，費用の妥当性の検証はより困難になった点が問題視された20）．
　 ₁ 兆₃₈₅₀億円の枠内で開催に関わる経費がすべて賄えるとはとても思えないという指摘もあっ
17）　たとえば，セーリング会場の江の島ヨットハーバー（神奈川県藤沢市）の場合，係留されている約
₁₀₀₀艇のヨットを移動させる費用のほか，競技のために会場付近の漁を制限することへの補償費が発
生する．補償の対象がどこまで及ぶのか，補償期間をどう設定するのかは今後の検討次第だとされる．
また，東京大会では，札幌ドーム（札幌市）や幕張メッセ（千葉市），さいたまスーパーアリーナ（さ
いたま市）などの既存施設も競技会場として使うが，その期間はまだ決まっていない．組織委は当初
「₁₁カ月間」との目安を示すが，他のイベントで使えなくなる期間が長いとして，自治体側の反発は強
く，会場ごとに調整している段階であるとされた（₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日付東京新聞「五輪準備　課題山
積」）．
18）　₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日付下野新聞「こじれた協議，残る不安」．
19）　₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日付東京新聞「五輪準備　課題山積」．
20）　前掲，日本経済新聞「五輪経費　大枠で合意」．その他にも₂₀₁₂年ロンドン大会経費との安易な比較
はできないとの以下のような指摘もある．すなわち，総額で ₂ 兆円を超えたロンドンの方が，東京よ
り費用がかかったように見える．だが，ロンドンは，東京で費用に盛り込んでいない選手村やアクセ
ス用の高速道路，橋の建設費も算入している．選手の育成や地域スポーツの支援なども含めており，
かかった費用を広くとらえている．ロンドンは英国政府の負担が突出して多く国主導だった．東京は，
国の負担がメイン会場の新国立競技場の建設費とパラリンピック経費の一部だけで，割合は小さい，
というものである（₂₀₁₇年 ₆ 月 ₂ 日付朝日新聞「五輪開催費　比べてみると」）．
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た．たとえば関係自治体が会場施設の拡充や周辺道路の整備に資金を投じても，大会後も維持さ
れるならこの枠に入らないにもかかわらず，新国立競技場や都内の新設施設の整備は恒久施設で
も含まれるという整合性の無さが批判された．
　また，主に国が担うドーピング対策や警備対策の費用も枠外とされたことも疑問視された．大
会期間中は全国で雑踏警備が強化されるが，その経費負担も大会経費の枠外なのかといった疑問
も挙げられた．その他にもバリアフリー化や多言語に対応した街づくりなど，すべて大会のため
の経費とはいえないが，無関係ではない経費項目は多々あり，結局のところ大会開催経費の試算
など，役人による極めて便宜的な線引きであるとの批判が提示されたのである21）．
　その後，₂₀₁₇年 ₇ 月₂₇日に，都外にある競技会場の運営費₃₅₀億円について，都が宝くじの収益
を充てることを検討していることが分かった．検討しているのは，大規模イベントの財源のため
都道府県などが発行する「協賛宝くじ」であり，既に前年から発行され，収益約₁₂₆億円が大会経
費に充てられることになっているが，都は追加発行により₂₀₀億円超の収益を得て，都外会場の運
営経費₃₅₀億円に充てることを検討しているというものであった22）．しかし，宝くじ人気が下降気味
のなか，他の自治体からは，子育て支援や道路補修の財源となる分配金が減るのではと懸念の声
が挙がった23）．
₄ ．費用分担をめぐるネットワークガバナンスの欠陥
　以上のように，₂₀₁₇年 ₅ 月₃₁日の大会経費費用分担をめぐる関係自治体等連絡協議会に注目し
たが，そこに見られる組織委，国，都，都外会場地自治体のネットワークガバナンスの特徴を挙
げるならば，それはコストガバナンスの欠陥であろう．大会経費 ₁ 兆₃₈₅₀億円は対外的 PR 効果に
主眼を置いた，ある種の包括的目くらまし経費なのではないか．
　都外競技会場運営費₃₅₀億円の負担分担の先送りに加え，ガバナンス欠陥を構成する諸要素につ
いて再整理すれば，以下の六つが挙げられる．
　第 ₁ に，暑さ・集中豪雨・台風などの対策に必要な予備費₁₀₀₀～₃₀₀₀億円を大会経費から除外
したことを「₁₀₀₀億円縮減できた」とした都知事の認識が問われよう．同年 ₇ 月の都議会選挙を
意識した PR 発言であり，いわばこれは政治の力学がコストガバナンスを歪めた典型例ではない
か．
　第 ₂ に，都の基金（₃₈₀₀億円）と都債を仮設施設などに支出できない制約がある点である．都の
負担金₆₀₀₀億円の仮設施設への支出の正当性が見えない．仮設施設への支出が都のどのような会
21）　₂₀₁₇年 ₇ 月₁₃日付日本経済新聞「開催経費，意味ある支出を」．
22）　₂₀₁₇年 ₇ 月₂₈日付産経新聞「五輪の都外分₃₅₀億円　宝くじで」．
23）　₂₀₁₇年 ₈ 月₁₄日付朝日新聞「 ₃ 年後の笑顔のために」．
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計から支出されるのか，その透明性こそが問われている．
　第 ₃ に，都道府県発行の協賛宝くじの追加発行によって，都外競技会場の運営費₃₅₀億円へ充当
しようとする唐突な提案がなされたことである．既に協賛宝くじは前年から発行され，大会経費
に₁₂₆億円が充当されることになっており，これは宝くじ収益の使途とその額をめぐる宝くじ購入
者との安易に変更できない重要な約束事項であろう．それを追加発行という形で都外自治体に安
易に拡散させるのであれば，本来，連絡協議会での丁寧なやり取りが積み重ねられなければいけ
ないはずである．
　第 ₄ に，組織委の₁₀₀₀億円増収見込みの確実な見通しが₇₀₀億円に止まり，残り₃₀₀億円の目処
が立たないことである．組織委がその額を獲得できなければ都の負担となるからこそ，都と組織
委はこの点についての今後の複数の見通しと対応を早急に提示する必要がある．
　第 ₅ に，国による大会警備費を総経費から外したこと（国の予算への付け替え）である．国を中
心とする大会警備に掛かる費用を大会経費に組み込むことの是非以上に，別立て経費とするなら，
大会警備費を大会経費に紐付けた形で提示しなければいけない．
　第 ₆ に，既存（仮設）施設の通常営業ができなくなるなどへの補償額の範囲設定・積算がないこ
とである．今後この補償額が都の負担をさらに増加させる可能性がある．
　上述したように，₂₀₁₇年 ₅ 月₃₁日の関係自治体等連絡協議会で明らかになった組織委，国，都，
都外会場地自治体の合意内容から分かることは，前年 ₆ 月の費用分担合意に戻ったに過ぎないこ
と，そして，そこに ₁ 年もの時間が費やされたという事実である．加えて，国の負担や今後調整
される自治体負担が政府予算や自治体予算に振り分けられ，「大会経費の真の総額」24）が見えにくく
なってしまった．現段階でのコストガバナンスの欠陥が明らかである所以はこうした点にある．
「₁₀₀₀億円縮減できた」とする都知事の発言と認識には，「都民ファースト」の内実が虚構である
ことの一端が如実に示されている．
 （宇都宮大学地域デザイン科学部教授　博士（政治学））
24）　前掲，日本経済新聞「五輪経費　大枠で合意」．
